
 

同一労働同一賃金への対応実務  
～この問題に詳しい２人の専門家から徹底解説～ 

～制度見直しに関する１０の疑問への回答を通じて～ 

人事労務部門、法務部門、総務部門等に所属され、上記テーマをめぐる内容について実務の観点から学びたい方 

３２，４００円（本体価格 ３０，０００円） 

３５，６４０円（本体価格 ３３，０００円） 

石嵜・山中総合法律事務所  パートナー弁護士    江 畠 健 彦 氏 

●日 時●２０１９年 ４月２２日（月） １３：００～１７：００ 

●会 場●企業研究会セミナールーム（東京・麹町） 

同一労働同一賃金への対応実務 191147 0503 

 
【講師略歴】1998 年早稲田大学政治経済学部卒業 2003 年司法試験合格 2005 年司法修習修了（58 期）弁護士
登録（第一東京弁護士会）石嵜信憲法律事務所入所（現：石嵜・山中総合法律事務所） 

2013 年 1 月ヴァイスパートナー就任 2015 年 1 月パートナー就任 

【主な著書】「個別労働紛争解決の法律実務」（中央経済社・2011 年・共著）、「労働時間規制の法律実務」 
（中央経済社・2010 年・共著）、「Q&A 人事労務規程変更マニュアル」（新日本法規・2013 年・共著）、 
「Q&A で納得！労務問題解決のために読む本」（日本労務研究会・2016 年・共著）ほか 

●開催要領● 

講師紹介 

●ご参加頂きたい方● 

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 シニアマネジャー 山 本 奈 々 氏 

【講師略歴】要員・人件費計画策定・最適化マネジメント、グループ要員・人件費管理体系構築、要員・人件費
のリストラクチャリング、合併に伴う要員再配置・人事統合、組織・人事戦略策定、業務設計・組織設計、人
事諸制度設計、人材開発計画策定等、組織・人事・業務・経営管理領域に関わるコンサルティングに幅広く従
事している。共著に「要員・人件費の戦略的マネジメント～７つのストーリーから読み解く」（労政時報） 

セミナー事務局 



 

4 月 22 日(月)      同一労働同一賃金への対応実務 

 
【第１部】13:00 ～ 15:00  判例・法律・ガイドライン編 

～使用者側人事労務専門弁護士からみた労契法 20 条訴訟と 
同一労働同一賃金新ガイドラインの理解とその対策について～ 

石嵜・山中総合法律事務所  パートナー弁護士   江 畠 健 彦 氏 
 
 
１．正社員と有期雇用労働者の均衡待遇を求める労契法

20 条について争われた２つの事件（ハマキョウレックス

事件、長澤運輸事件）の最高裁判決を踏まえて 

＜争点＞ 

（１）地位確認 

（２）就業規則の合理的解釈（補充効） 

（３）「期間の定めがあることにより」の解釈 

（４）不合理性の考慮要素の関係 

（５）「不合理」の意味 

（６）当該賃金項目の考慮方法（個別・全体） 

 

２．均衡待遇をめぐる裁判例の動向 

正社員と有期雇用労働者またはパートタイム労働者の 

均衡待遇について争われた他の地裁判決を紹介 

 

３．最高裁判決を受けた実務対応 

規定整備と賃金項目に関する考察 

 
４．新ガイドラインの内容と実務への影響 

 

５．働き方改革関連法－パート有期法の概要 

 

（１）不合理な待遇の禁止（均衡待遇） 

・比較対象となる「通常の労働者」 

・本条の対象となる待遇 

・不合理性の判断手法 

・その他の事情 

・違反の場合の効果 

 

（２）差別的取り扱いの禁止（均等待遇） 

・比較対象となる「通常の労働者」 

・本条の対象となる待遇 

・違反の場合の効果 

 

（３）その他 

 

【第 2部】15:00 ～ 17:00  同一労働同一賃金を踏まえた制度見直し 

～10 の疑問への回答を通じて～ 
デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 シニアマネジャー 山 本 奈 々 氏 

 

１．同一労働同一賃金の考え方・原則ルールについて 

２．同一労働同一賃金を踏まえた制度見直しに関する10の疑問 

 

①同じ業務をやるなら、給与項目も同じにしないといけないのか？ 

②毎日のやっている業務が同じなら、基本給も同じ金額にしない

といけないのか？ 

③非正規社員にも賞与を支給しなければならないのか？ 

④同じ成績の人には、同じだけ賞与を支給しないといけないのか？ 

⑤差をつけられる手当とつけられない手当は何が違うのか？ 

⑥住宅手当や家族手当も非正規社員に支給しなければならないのか？ 

⑦総額人件費を（できるだけ）上げずに見直す方法はあるか？ 

⑧制度の見直しは行わずに対応できないか？ 

 

 

⑨ 定年後再雇用者も、同一労働同一賃金にしな

ければならないのか？ 

⑩明日、何から始めれば良いのか？ 

 

３．多様な働き方を許容する、これからの 

人事制度のあり方 

・雇用形態が多様化する中での、これからの 

人材ポートフォリオの考え方 

・多様な働き方を許容する人事制度の検討ステップ 

 

４．まとめ 


